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【地方創生に関する特別委員会】 

○構造改革特別区域法の一部を改正する法律案（内閣提出第27号）要旨 

本案は、経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、

内閣総理大臣が行う構造改革の推進等に関する提案の募集の期限及び内閣総理

大臣に対する構造改革特別区域計画の認定申請の期限を延長するとともに、職

業能力開発短期大学校における高度職業訓練を修了した者の大学への編入学に

係る学校教育法の特例措置及び国立大学法人の所有する土地等の貸付けに係る

国立大学法人法の特例措置の追加等をするもので、その主な内容は次のとおり

である。 

一 学校教育法の特例として、区域内の職業能力開発短期大学校における高度

職業訓練で長期間の訓練課程のものを修了した者が区域内の大学に編入学で

きること。 

二 国立大学法人法の特例として、革新的な研究開発、研究開発の成果を活用

した新たな事業の創出又は研究開発の成果を活用した施設の整備を行おうと

する者に区域内の国立大学法人の所有に属する土地等の貸付けを行う場合は、

文部科学大臣の認可を文部科学大臣への事前の届出をもって代えることがで

きること。 

三 内閣総理大臣は、構造改革の推進等に関する提案をしようとする者又は区

域計画の認定申請をしようとする地方公共団体からの相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言を行うものとする規定を追加すること。 

四 令和４年３月31日となっている新たな規制の特例措置の整備等に係る提案

を募集する期限及び構造改革特別区域計画の認定を申請する期限を、令和９

年３月31日まで延長すること。 

五 この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。ただし、四は、公布の日から施行すること。 

 

○地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律案（内閣提出第51号）（参議院送付）要旨 

本案は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革を総合的に推進するた

め、地方公共団体等の提案等を踏まえ、都道府県から指定都市への事務・権限

の移譲を行うとともに、地方公共団体に対する義務付けを緩和する等の措置を

講じようとするもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 都道府県から指定都市への事務・権限の移譲 
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住民に身近な行政を地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにす

るため、都道府県から指定都市への事務・権限の移譲を行うこととし、関係

法律（１法律）の改正を行うこと。 

二 義務付け・枠付けの見直し等 

地方が自らの発想でそれぞれの地域に合った行政を行うことができるよう

にするため、地方公共団体に対する義務付け・枠付けの見直し等を行うこと

とし、関係法律（11法律）の改正を行うこと。 

三 施行期日 

この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して３月を経過した日

から施行すること。 


